
◎　第一種・第二種加算対象農地等を処分した場合の届出の例
(様式第７８号) ７８号　１／１０

１　農業用施設 ・　第一種加算
２　買い換え又は交換 ・　第二種加算
３　公衆の保健の用に供する施設 ◆　農地等が、第一種加算又は第二種加算の該当する部分を○
４　農家生活の改善に資する施設 　で囲むこと。
５　主として農業従事者の良好な生活環境を確保するための

施設
６　就業機会の増大に寄与する施設
７　処分の相手方状況

1 年 月 日

2

◆　(1)欄は、経営移譲年金証書の記号番号を転記すること。
郵便番号

◆　(2)欄は、この届書の内容を本人に代わって記載したときは、必 東京　 港区　西新橋１－６－２１
　ず、本人に記載内容の確認をさせること。

年 月 日

◆　(3)欄は、該当する元号の番号を○で囲み、生年月日が１桁の
　場合は前に「０」を記入すること。

◆　(7)欄は、第一種加算対象農地等（経営移譲後、当該経営移
◆　(5)欄は、ＪＡの受付年月日を記入すること。

◆　(6)欄は、第一種加算対象農地等返還届（様式第６７号）Ｂ面の
　(10)欄の事由又は当該届書Ｄ面の(85)欄の事由の中から該当す 年 月 日

　る事由を記入すること。 ◆　(9)欄は、受給権者が返還を受けた第一種加算又は第二種
　加算対象農地等の合計面積（㎡未満の端数を切り捨てる。）を

◆　(8)欄は、当事者間の使用収益権の消滅に関する契約書（合意 　記入すること。
　解約書等）により、返還年月日を記入すること。  (10)第一種・第二種加算対象農地等を移転又は設定をした年月日等（返還を受けた場合の処分を含む。）

年 月 日

◆　農地等の権利を移転した場合、(11)欄は、その権利の移転年月
　日を、(12)欄はその農地等の面積（㎡未満の端数は切り捨てる。）
　を記入すること。（なお、この場合、返還を受けた農地等の所有権 年 月 日

　の移転であるときは、(8)欄の返還年月日から１年以内であること
　が必要。） 農地等の面積

１　農業用施設へ転用した場合の例
◆　農地等の使用収益権を設定した場合、(13)欄はその使用収益 〈農業用施設〉
　権の設定年月日を、(14)欄はその設定期間及び(15)欄はその農 ◆　(17)欄は転用した農業用施設の区分について、該当す
　地等の面積（㎡未満の端数は切り捨てる。）を記入すること。（な  (16)　農業用施設の概要 　るものを○で囲むこと。(18)欄は農業用施設の名称を具
　お、この場合、(8)欄の返還年月日から１年以内で、かつ設定期間  (17)　施設の区分 処分の相手方は特定譲受 　体的に、(19)欄は建築物（建築物に限る、）の棟数を１
　が１０年以上あることが必要。） 　　　（該当に○印） 者（同相当者を含む。）で 　棟、２棟等と、(20)欄は建築延べ床面積（複数棟の場合

　は合計延べ床面積）を、(21)欄は転用した農地棟の面
㎡ ㎡ 1 ある 2 ない 　積を記入すること。また、(22)欄は農業用施設用地の処

　分の相手方の該当する番号を○で囲むこと。なお、この
㎡ ㎡ 1 ある 2 ない 　場合の相手方は、特定譲受者であることが必要である。

㎡ ㎡ 1 ある 2 ない （注）平成13年12月31日以前の経営移譲年金受給者の
　場合は、平成14年1月1日以後、特定譲受者を特定譲受

㎡ ㎡ 1 ある 2 ない

㎡ ㎡

※

◆　※欄は、農林漁業団体統一コードを記入すること。（なお、市区
　町村扱いのところは種別を「６」として当該市区町村の都道府県・
　市区町村コードを記入すること。）

TEL － －

★

◆　★欄は、届書を受付けた農業委員会の住所地の都道府県・市
　区町村コードを記入し、必ず審査確認年月日を記入すること。

TEL － －

× ×

基
金
記
入
欄

受
付
印

令和　　１ 　　　年　　　１ 　 　　月　　　７ 　　日
9

03

★

農

業

委

員

会

記

入

・

確

認

欄

農業委員会の住所地符号

受
付
印

都道府県 市区町村コード

9 9

　　届書の記載内容は事実と相違ないことを確認
　しました。

9

9 9 9 9

3502 3946
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付
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種別 都道府県 団体コード

9

　・　農業用道路

　・　ため池

9

　者相当者という。

　・　その他 合　　　　計 ２棟 ３９０ ５１２

　・　建築物 種苗（苗供給）施設 ２棟 ３９０ ５１２

　・　かんがい排水施設

㎡

(18)
名　　　　称

(19)
棟　数

(20)
建築延べ床面積

(21)
所 要 面 積　

(22)

(13)
設定年月日

平成 3
令和 4

(14) (15)

設定期間
設　定　し　た

年

0 1 ○○○○
㎡

(11)

移転年月日
平成 3
令和 4

(12)

移転した農地等の面積
㎡

　計面積（㎡未満の端数を切り捨てる。）を記入すること。
(8)

返還年月日
平成 3
令和 4

(9)
返還を受けた第一種・第二種加
算対象農地等の面積0 1 0 5

(7)
第一種・第二種加算対象農地
等面積○-(○） ○○○○

　譲の相手方に所有権を移転した農地等及び土地収用該当事業
(6) 書

類

が

添

付

さ

れ

て

い

る

。

㎡ 　など支給停止除外事由に該当した農地等を除く。）の合
欄

の

事

由

に

該

当

す

る

0 7
（ＪＡ受付年月日）

★
チェック

欄 (6)様式第６７号のＢ面(10)欄の返還
を受けた事由もしくは届書Ｄ面(76)欄

の返還又は移転、設定した事由

事　　　　由

道

府 県

(5)
届出年月日

令和　４
0 1 0 5

－ 4 5 6 7
都

2 2 3

(4)
住　　　所

1 2 3

氏　　　名 年金　一平

（各事由共通） (3)

生年月日

大　正

昭　和
1 0 0

8 9 0 1 2

(2) （フリガナ） ネンキン　イッペイ

(1)
経営移譲年金証書
の　記　号　番　号

記　　　　　　　号　　　　　　　番　　　　　　　号

1 2 3 4 5 6 7

処理コード
対象農地等処分届（標題中該当する部分を○印で囲む） Ａ　面 （各事由共通）

５2５４ 0６



78号　２／１０
２　買い換え又は交換した場合の例

〈買換え又は交換〉
◆　(24)欄は代替農地等の提供者の氏名、(25)欄は提供者の住
　所、(26)欄は届出者が提供を受けた代替農地等の面積及び(27)
　欄はその提供を受けた年月日を記入すること。なお、当該返還
　を受けた農地等の処分の相手方は代替農地等の提供者に限ら
　れている。また、その相手方が複数の場合は提供者ごとに記入

　すること。 年 月 日

◆　(28)欄は(9)欄の返還を受けた農地等の面積に対する(26)欄 ㎡

　の農地等の合計面積の割合をパーセントで記入すること（なお、 年 月 日

　提供者ごとに８０パーセント以上であることが必要。）。
㎡

％

◆　(30)欄は提供を受けた代替農地等を特定譲受者（特定譲受 年 月 日 　

　者相当者）に所有権を移転した年月日を、(31)欄はその農地等
　の面積を記入すること（(8)欄の返還年月日から１年以内である ㎡

　ことが必要。）。 年 月 日

◆　(32)欄は提供を受けた代替農地等を特定譲受者（特定譲受 年 ㎡

　者相当者）に使用収益権を設定した年月日を、(33)欄はその設
　定期間を、また、(34)欄には面積を記入すること（(8)欄の返還 ３　公衆の保健の用に供する施設とした場合の例
　年月日から１年以内で、かつ、設定期間が１０年以上あることが 〈公衆の保健の用に供する施設〉
　必要。）。 ◆　(35)欄は転用した施設について該当する番号を○で囲

　むこと。(36)欄は建築物（建築物に限る。）の棟数を１棟、

　２棟と、(37)欄は建築延べ床面積（複数棟の場合はその
㎡ ㎡ 　合計延べ床面積）を、また、(38)欄は転用などした農地等

　の面積を記入すること。

４　農家生活の改善に資する施設とした場合の例
〈農家生活の改善に資する施設〉

◆　(40)欄は譲受後継者の氏名を、(41)欄は届出者との続柄を、
　(42)欄は建築構造を木造２階建等と、(43)欄は建築物の棟数を
　１棟、２棟と、(44)欄は建築延べ床面積（複数棟の場合はその
　合計延べ床面積）を、(45)欄は転用した農地等の面積を記入し、
　(46)欄は譲受後継者であるかどうか該当する番号を○で囲み、

　(47)欄は過去に後継者の居住する住宅に転用した農地等があ
　る場合には、今回転用した農地等を含めたその累計面積を記 ㎡ ㎡

　入すること。また、(48)欄は(7)欄の第二種加算対象農地等の面
　積に対する(47)欄の転用した農地等の面積の割合が２０パーセ ㎡ ％

　ント以内であること。

の施設とした場合の例
〈主として農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設〉

◆(51)欄は(50)欄の施設のうち該当する欄に○印を付し、
主として農業従事者の良好な生活環境を確保するための施設の概要 　(52)欄はその施設の名称を具体的に、また、(53)欄は建

　築物（建築物に限る。）の棟数を１棟、２棟と、(54)欄は建
　築延べ床面積（複数棟の場合はその施設の名称を具体
　的に、また、(53)欄は建築物（建築物に限る。）の棟数を

　その合計延べ床面積を、(55)欄は転用した農地等の面
㎡ ㎡ 　積を記入すること。

㎡ ㎡

㎡

㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

下水処理施設

その他の公共の用に供する施設

公園・広場
㎡

集落道
㎡

公民館

その他の集会施設 農年地区集会所 １棟 １５０ ３００

(54) (55)

施 設 の 区 分 該当に○印 名　　　　　　称 棟　数 建築延べ床面積 所 要 面 積

３

５　主として農業従事者の良好な生活環境を確保するため

この例では、(7)欄の第二種加算対象農地等の面積を
１５，０００㎡としている。

(49)

４５０÷１５，０００＝３パーセント (50) (51) (52) (53)

(47) (45) 欄の過去からの累計面積 ４５０ (48) (47)欄の面積／当初の第二種加算対象農地等の面積（20％以内）

譲受後継者で　

年金　太郎 長男 木造２階建 １棟 １２３ ４５０  １　ある　２　ない

居住する者の氏名 届出者との続柄 建 築 構 造 棟数 建築延べ床面積 後継者住宅等面積

(39) 譲受後継者が自ら居住するために必要な住宅及び附帯施設の概要

(40) (41) (42) (43) (44) (45) (46)

2 市民農園
㎡ ㎡

3 特定農地貸付けの用に供された農地
㎡ ㎡

(38) 所  要  面  積建築延べ床面積

1 農業体験施設 ２棟 ２５０ １３００

(35) 施設の区分（該当する番号に○印） (36) 棟　　数 (37)

(34)

１２００
0 1 0 5 0 7 設定期間

設定した農地等
の面積

(30)

移 転 年 月 日
平成 3

令和 4

(31)

移転した農地等の面積　

(32)
設 定 年 月 日

平成 3

令和 4

(33)

１０

　この例では、(9)欄の返還面積が１，１５０㎡とした。 (28) (26)欄の合計面積／(9)欄の返還を受けた第一種・第二種加算対象農地等の面積の割合(80%以上） 104
１，２００÷１，１５０＝１０４パーセント

(29) 特定譲受者（同相当者を含む。）への処分方法

0 5 0 2

平成 3

令和 4

農地等の提供者氏名 住　　　　　所 受給権者の取得面積 取　得　年　月　日

農年　一郎 港区西新橋１－２－１ １２００
平成 3

令和 4 0 1

Ｂ　面

(23) 代替農地等（一時的代替農地等）取得・処分の状況

(24) (25) (26) (27)



78号　３／１０

６　就業機会の増大に寄与する施設とした場合の例

◆　(58)欄は(57)欄の施設のうち該当する欄に○印を付し、(59) 〈就業機会の増大に寄与する施設〉

　欄はその施設の名称を具体的に、また、(60)欄は建築物（建築
　物に限る。）の棟数を１棟、２棟と、(61)欄は建築延べ床面積（複  就業機会の増大に寄与する施設の概要

　数棟の場合はその合計延べ床面積）を、(62)欄は
　転用した農地等の面積を記入すること。

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

７　処分の相手方状況の例

〈処分の相手方状況〉

◆　(64)欄は権利の移転又は使用収益権の設定をした相手方 ◆　(67)欄は相手方の譲り受け前の経営農地等の面積を記入
　（第三者）の氏名、(65)欄は生年月日及び(66)欄は住所（相手方が 　し、(68)欄は特定譲受者であるかどうか該当する番号を○で囲
　が法人である場合には、は、法人の名称、代表者の氏名及び主た  　 　むこと。また、(69)欄は新規参入者であるときは○で囲むこと。
　る事務所の所在地）を記入すること。

（注）　特定譲受者の詳細については、特定処分対象農地等返還（取

1 あ 　る 1 あ　 る 得・移転）届（様式第９０号）の記載例のC面又は特定処分対象農地等
㎡ 2 な　 い 処分届（様式第９２号）の記載例のD面の参考を参照のこと。

1 あ 　る 1 あ 　る
㎡ 2 な　 い

1 あ　 る 1 あ　 る
㎡ 2 な　 い

1 あ　  る
2 な　 い

(75)特定譲受者
（同相当者を含

む。）で氏　　  　名 生年月日 住　　　　　　所
届出者と
の続柄

いずれかに○及び農業従事期間

後

継

者

(70) (71) (72) (73) (74)

　　１　　引き続き　　　　年　　月
　　２　　通　　 算　　　　年　　月

　

(69)
氏　　　名 生年月日 住　　　所 経営農地等の

面積
新規参入者で

（法人の名称） （代表者の氏名） （主たる事務所の所在地 ）

第

三

者

(64) (65) (66) (67) (68)特定譲受者
（同相当者を含

む。）で

スポーツ又はレクリエーション施設

休養施設

宿泊施設

　処分の相手方が第三者の場合

(63) 返還を受けた第一種・第二種加算対象農地等の処分の相手方の状況

工場、流通業務施設又は商業施設 農年民族資料伝承館 ２棟 ６３０ ２５００

教養文化施設

施　設　の　区　分 該当に○印 名　　　　　　　称 棟  数 建築延べ床面積 所 要 面 積

Ｃ　面

(56)
(57) (58) (59) (60) (61) (62)


